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1. はじめに

大規模な水害が発生した際，避難や排水の計画を立案するうえで浸水範囲の特定と湛水量の推定が

極めて重要であり，その推定には迅速性が求められる．しかし，平成 27 年の常総水害では，初動期に

おける浸水範囲の特定と湛水量の推定に写真撮影後十数時間を要した．また，推定した湛水量の精度

を明確にすることができず，結局，推定湛水量の関係部局への報告は見送られる結果となった．これ

を反省点として，本研究は写真撮影後の浸水境界の位置特定を 1 時間以内，浸水範囲の特定と湛水量

の推定を 4 時間以内に実施することを目標とし特別研究として平成 29 年度から着手した．併せて，

湛水量の推定精度の明確化及び夜間における浸水把握に有効なセンサの調査にも取り組む．

2. 研究概要

2.1 研究計画

研究計画は，平成 29 年度に浸水範囲特定の迅速化，平成 30 年度に夜間の浸水把握に有効なセンサ

の調査，平成 31 年度に湛水量推定の迅速化と推定精度の検証，をテーマとして実施する予定である． 

2.2 浸水範囲特定の迅速化に関する研究概要  

 地方整備局等が保有する防災ヘリコプターによって撮影された映像は，ヘリサットシステムによっ

てリアルタイムに本省に伝送され，防災センターや関係部局で映像を確認することができる．防災ヘ

リによる直下撮影が実施された場合はヘリサット画像処理システムによって映像が即座に正射画像に

変換され，DiMAPS 上で地図と重畳可能な状態としてオルソ画像タイル（以下「ヘリサットオルソ画

像」という．）が作成される（宮地・大野，2015）．このオルソ画像タイルを入力し，その中で浸水範

囲を抽出することができれば，そのまま浸水範囲の地図情報として共有を図ることが可能となる．そ

のため，まずヘリサットオルソ画像から濁水範囲を特定する濁水判別器の構築を実施した．

3. 得られた成果及び評価

3.1 濁水判別器の構築

濁水判別器は，多層の畳み込みニューラルネットワー

ク（以下「CNN」という．）を用い，濁水範囲を示す教師

データを用いた深層学習によって中核部分を構築した．

教師データは，インターネットから収集した濁水画像及

び国土地理院が過去の浸水災害で撮影した斜め写真を含

む空中写真，ヘリサットオルソタイル画像を元に，256×

256 ピクセルの範囲にクリッピングし，濁水範囲を赤く着色した画像群として作成した．平成 30 年 1

月 25 日時点で教師画像数は 370 枚で，うち 136 枚は濁水範囲を全く含まない教師画像である．濁水

範囲を含む教師画像の濁水部以外のピクセルは元の値のままとしている．図-1 に教師画像の例を示す． 

図-1 教師データの例

（中日新聞（2015）の掲載画像から作成） 
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3.2 濁水抽出に適した CNN の検討  

 CNN はまず，いわゆる pix2pix（Phillip et al.，2016）のネットワークをベースに，GitHub のリポジ

トリ affinelayer/pix2pix-tensorflow（GitHub, 2017）のプログラムを用いて初期検討を実施した．教師画

像数を 226 枚から 336 枚まで 6 段階で増加させて深層学習を行いつつ，ハイパーパラメータを複数の

条件に変更して試行した結果，濁水範囲特定に有効であることを確認した．しかし，主観的な評価な

がら推論精度が頭打ちとなったことから，独自プログラムに移行してネットワーク構成の一部を変更

し，教師画像数をさらに 370 枚まで 3 段階で増加させつつ，最適なハイパーパラメータの設定値を探

った．言語は Python 3.5，深層学習用フレームワークは TensorFlow1.3 を用いた．  

3.3 濁水抽出用 CNN の評価 

 検証用に，平成 27 年 9 月 11 日に近畿地方整備局が防災ヘリ「き

んき号」で撮影したヘリサットオルソ画像から図 -2 の範囲を抽出

し，濁水部分を目視判読して教師画像と同仕様の検証データを作成

した．検証画像の範囲が推定浸水範囲（2015/9/11 10:00 時点．図-2

の青線の範囲）と比較して非浸水範囲まで広く設定しているのは，

浸水の要因となった鬼怒川とは異なる小貝川が含まれていること，

非濁水部の誤抽出の解消が課題であったこと及び推定浸水範囲以

外にも目視判読で浸水が認められる箇所が存在したためである．  

 評価は，CNN により検証範囲内の濁水範囲を抽出し，（1）濁水部

が濁水と判定されたピクセル数（合致），（2）非濁水部が濁水と判定

されなかったピクセル数（合致），（3）非濁水部が濁水と判定された

ピクセル数（過剰），（4）濁水部なのに濁水と判定されなかったピク

セル数（不足）を数え，合致部の割合を算出して定量的に評価した．その結果，検討した CNN とハイ

パーパラメータのうち最良のものは，検証範囲の全ピクセル数に対する合致数（1）＋（2）の割合が

93.37％，濁水と判定されるべき範囲のピクセル数に対する抽出率は，（1）が 67.64％，（3）が 66.02％，

（4）が 32.36％となった．過剰，不足の原因を分析したところ，過剰判定は雲を誤抽出したものが多

数を占め，湿った畑を誤抽出したものが若干見られた．不足判定は浸水部の水面が明るい茶色系統で

あったのに対し，小貝川の水面の色が暗い茶色系統の色となっており，濁水との判定がされていない

ことが原因と考えられる．全体の誤判定率は 6.63％で，誤判定が概ね避けられる結果が得られた．  

 

4. 結論  

誤判定の傾向が明確であり合致割合が 93.37％と比較的高いことから，今後，補正のための教師画像

を追加しつつ CNN を実災害における浸水判定で試行し，さらなる抽出精度の向上を図っていく．  
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図-2 検証範囲（赤枠） 
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リモートセンシング技術による効率的被害把握に関する研究（第 4 年次） 
 

 

実施期間          平成 26 年度～平成 30 年度  

地理地殻活動研究センター 

                      地理情報解析研究室  中埜 貴元 

 

1. はじめに 

本研究は，人工衛星や航空機等に搭載された光学・マイクロ波センサ等のリモートセンシング技術

により取得された情報をもとに，災害状況の早期把握や状況変化のモニタリングを効率的に行うため

の研究として実施するものである．具体的には，期間内に大災害が発生した場合には必要に応じ，こ

れまでの研究成果を活かした衛星データ（SAR や高分解能衛星画像）からの災害状況把握とその特性

把握及び災害の危険性を事前に把握するための研究を行う．また，JAXA が所有する航空機 SAR（Pi-

SAR-L2）データを用いた，津波や洪水による浸水・建物被害度，土地被覆（樹高等）や土壌水分率な

どとの関連性解析なども実施する． 

 

2. 研究内容 

平成 29 年度は，ALOS 及び ALOS-2 データを用いた SAR 干渉画像から抽出された斜面変動を示す

位相変化について，その位相変化と変動場にどのような形態的な特徴があるのかを整理した．位相変

化の形態的指標としては，電波照射方位（16 方位）及びそれによる低感度斜面方位，最大変位（LOS）

量，位相変化の最大傾斜方向長及びそれの直交方向長，位相変化面積を調査し，変動場の形態的指標

としては斜面傾斜度，斜面方位（16 方位）及び Near 側斜面か Far 側斜面か，斜面形状（凸型，凹型，

平坦型，複合型），既存地すべりブロックとの位置関係，土地被覆を調査した．対象地点は，これまで

に実際の地表変動の有無を現地調査した 27 地点である（表-1）．現地調査では，主に位相変化の境界

部に位置する人工構造物の変状の有無，滑落崖や線状凹地等の地すべり地形の有無を確認しているが

（中埜ほか，2016；中埜，2017 など），この現地調査は位相変化の検出後一定期間が経過した時点で

実施している事後調査であるため，現地で確認された変状が必ずしも対象とした SAR 干渉画像の観

測期間に生じたものとは言えない．しかし，変状（またはその修復痕）の新鮮さや繰り返し状態から，

その変状が近年生じたものなのか，継続して発生しているのかを判断し，それらのいずれかが認めら

れた場合は「現地で変動が確認できた」と判断した．なお，現地での変動の有無の判定には実際には

人工構造物の有無も大きく作用するうえ，現地で変動が確認できなかった地点は干渉 SAR の誤検出

なのか，人間が現地で確認できないレベルの変動が発生しているのかは不明である点に注意を要する． 

位相変化と変動場の形態的指標は，現地での変動の有無ごとに集計した．本来は，ALOS 及び ALOS-

2 の衛星ごとにも分けて集計すべきと考えるが，サンプル数を確保するため，今回は両者を合わせて

集計した．なお，位相変化が複数の SAR 干渉画像で検出されている地点は，最も明瞭な位相変化のみ

を調査対象とした．また，現地での変動が間接的に確認された地点（表-1 の変動の有無が△）は，変

動が確認できた地点に含めた． 

 

3. 得られた成果 

3.1 位相変化の形態的特徴 

数値集計が可能な最大変位（LOS）量，最大傾斜方向長，最大傾斜方向直交長，面積について，そ
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れぞれ平均値，中央値，最大値，最小値，標準偏差を求めた結果，平均値はいずれの指標も現地で変

動が確認できた位相変化の方が大きい傾向となった．これまでの現地調査後の印象では，最大変位量

や面積と現地での変動の有無との間には明瞭な関係はないように感じられていたが，今回の結果は最

大変位量や面積と変動の有無との間に一定の関係性があることを示している．最大変位量と面積に限

って見ると，最大変位量が 8cm 以上，面積が約 18 万 m2 以上では必ず現地で変動が確認できており，

それ未満では変動の有無が混在する結果となった．ここで，今回の調査対象地点で最も最大変位量と

面積が小さい（4cm 及び約 30,000m2）地点でも変動が確認できているが，これは現地で確認できた変

位は干渉 SAR で検出できた変位によって（すなわち干渉 SAR の観測期間内に）生じたものではない

可能性が考えられる． 

  

3.2 変動場の形態的特徴 

 変動場の形態的指標のうち，数値集計が可能なものは斜面傾斜度だけであるが，平均値や中央値等

のいずれの計算値も現地で変動が確認できた地点の方が若干大きい傾向となった．ただし，何らかの

閾値で変動の有無を分離できる状態にはなく，関係性は定かではない． 

 次に，変動場の斜面方位と位相変化の形態的指標で整理した低感度斜面方位を比較したところ，現

地で変動が確認できた地点は検出感度や Near/Far 側斜面に関係なく出現（ただし，正確には Descending

では高感度・Far 側斜面で多く出現し，Ascending では無関係に出現）したのに対し，現地で変動が確

認できなかった地点は検出感度が高い斜面方位または Far 側斜面で多く出現する傾向が見られた．こ

れは，現地で変動が確認できなかったケースは干渉 SAR の誤検出ではなく，目視の現地踏査では確認

できないレベルの変位が発生していて，干渉 SAR はそれを捉えている可能性があることを示唆して

表-1 対象地点一覧 

 

ALOS

No. 地区名 所在地 緯度 経度 現地変動の有無 備 考

1 七五三掛 山形県鶴岡市大網 38.59978 139.89057 ○
地上観測データと現地調査による．鈴木ほか
(2010)，佐藤ほか(2012)

2 狼沢 秋田県東成瀬村椿川 39.1481 140.73765 ○ 地上観測データによる．岡谷ほか(2012)

3 坂本川上流 静岡県静岡市葵区口坂本 35.19282 138.27832 ○ 斜面変動後の滑動崩落を現地にて確認

4 坂巻温泉 長野県松本市安曇 36.19832 137.60881 ○

5 虫川 長野県天竜村神原 35.21833 137.81138 ○

6 地蔵峠 長野県飯田市上村 35.47561 138.01317 ○

7 小塩 長野県大鹿村鹿塩 35.6142 138.06489 ○

8 神納川 奈良県十津川村杉清 34.04002 135.62313 ○

9 右会津川右岸 和歌山県田辺市上秋津 33.77424 135.40896 ○

ALOS-2

No. 地区名 所在地 緯度 経度 現地変動の有無 備 考

10 甚之助谷 石川県白山市白峰 36.13039 136.76099 ○
地上観測データによる．山中ほか(2016)，Nakano 
et al. (2016)

11 桑ノ川右岸 苦落研本山町瓜生野 33.83232 133.53496 × 林道部周辺しか調査できていない

12 奥白髪谷 高知県本山町七戸 33.83005 133.57478 ○

13 笹ヶ峰南東 高知県大豊町立川下名 33.87849 133.65057 × 位相変化最下部しか到達できていない

14 手箱谷 高知県いの町越裏門 33.72786 133.22219 ○

15 大江 山形県大江町大字十八才甲 38.37038 140.12087 ○

16 十王 山形県白鷹町大字十王 38.17355 140.13145 × 地すべり地形のみ確認

17 柳川 山形県大江町大字柳川 38.38042 140.0317 × 地すべり地形のみ確認

18 見附沢上流 山形県西川町大字大井沢 38.36166 139.96496 × 地すべり地形のみ確認

19 上小沼 山形県西川町大字水沢 38.4657 140.08942 ○

20 朝陣野北麓 宮崎県宮崎市田野町甲 31.7931 131.30512 ○

21 板谷 宮崎県日南市北郷町北河内 31.74061 131.28182 △ 遠望から地すべり崩壊跡を確認

22 内之木場 宮崎県三股町大字長田 31.73696 131.22725 × 地すべり地形のみ確認

23 尾羅川右岸 宮崎県日南市北郷町北河内 31.68896 131.34726 × 地すべり地形のみ確認

24 贄波 宮崎県日南市南郷町贄波 31.4928 131.34956 × 地すべり地形のみ確認

25 都井岬 宮崎県串間市大字大納 31.37513 131.31735 ○

26 国道448号 宮崎県串間市大字市木 31.43637 131.36958 ○

27 日永八重 宮崎県日南市大字酒谷甲 31.66085 131.25117 △ 地すべり地形とわずかな変位の痕跡を確認
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いる． 

 

4. 結論と今後の課題 

SAR 干渉画像から抽出された斜面変動を示す位相変化とその変動場の形態的特徴を調べた結果，現

地で確認できる変動の有無と位相変化の規模（最大変位量，面積）との間には一定の関係性が見られ

た．また，現地で変動が確認できなかった地点は検出感度が高い斜面方位に位置しており，変動が確

認できなかったのは誤検出ではなく，現地踏査の認識レベルよりも小さなレベルの変動が発生してい

た可能性がある． 
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地理空間情報の取得・加工・表現に関する研究（第４年次） 
 

 

実施期間          平成 26 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター  

地理情報解析研究室  田中 宏明  

 

1. はじめに 

本研究は，河川や港湾における測量の作業時間を劇的に減らすことや安全性の確保等に成功している

ALB（Airborn Laser Bathymetryの略 以下「ALB」という.）について自動観測が行われている濁度

との関係について分析を行った． 

 

2. 研究方法 

2.1 研究開発の概要 

 今回は,まず茨城県にある直轄の河川・湖沼について調査を行い，ついでその結果からいくつかの著

名な湖沼についてデータを分析した． 

2.2 調査方法 

各直轄の河川・湖沼については水文水質データベースや川の防災情報等で水質調査の結果が掲載さ

れている．それに加えて，事務所等を訪ねて独自に観測している地点の情報などをいただいた．実際

に測量するにあたっては代表点の観測状況については公開されているが，現地の状況を詳細に知るた

めには管轄している事務所等に状況を聞くのが望ましい． 

2.2.1 定期採水 

 上記の河川．湖沼を対象に直轄事務所では管理している範囲内で定期的に水質調査を行っている． 

定期採水はひと月に一回程度の頻度で行われている．このため現在に至る観測数が少ないのと，一度

の調査で多くの場合様々な採水地点を巡るため，近隣の観測点における時間が全く同一時刻に採取し

ているわけではないことが欠点として挙げられる． 

2.2.2 自動観測 

 この観測は，観測機器が故障などしない限り 24 時間 365 日，1 時間ごとに自動で取得している項目

が集まってくる．しかし，故障その他の理由で観測項目がとれていない時もあり，データの不具合に

気が付くのに時間がかかったり，夜間や休日等で対処できない場合がある． 

 

3. 得られた成果 

3.1 拡散消散係数との比較 

 ALB 測量による測量では測定する河川ごとに最大測深の推測が重要である．過去の研究で国総研が

行った拡散消散係数の分析が非常に良好な結果を示しているが，分析方法が自動では計測できず，安

価ですぐに結果を知ることができないため，拡散消散係数と河川において自動観測で使われている濁

度データとの相関について調べてみた． 

結果は，想定していたより,拡散係数の取得と濁度の自動観測データの位置が合わないことが多く，

うまくマッチングできていない箇所が多い．このため，数 Km の範囲に拡大して調査を行ったが，図

-1 のとおり，少ないサンプル数では明確な相関関係を見出すことはできなかった． 
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図-1 近郊の地点を含めた拡散消散係数と濁度 

3.2 透明度-濁度の関係 

 各湖沼で行われた定期採水の結果 ,透明度-濁度の間には傾向があり,これらをフィットする対数の

近似式で表現すると以下のようになるが,河川・湖沼によって近似式にばらつきがある.（表-1） 

 

表-1 各湖の透明度と濁度の近似式 

地域 湖沼名 近似式 

琵琶湖 琵琶湖 y = -3.485ln(x) + 6.8267 

宍道湖・中海 宍道湖 y = -9.741ln(x) + 10.68 

  中海 y = -10.19ln(x) + 12.056 

霞ケ浦 西浦 y = -14.61ln(x) + 9.9571 

  常陸利根川 y = -14.26ln(x) + 12.21 

 

琵琶湖，宍道湖，霞ケ浦など地域によって傾きが大きく異なり，全体としては似たような形状を示

すものの流域が異なればかなり値に差が出る．一方,霞ケ浦の西浦と常陸利根川，宍道湖と中海といっ

た同じ流域を持つものでは傾きの値は数％以内と非常に似た値を出す．これは流域の地質や地形が透

明性に関する指標と大きくかかわっているものとみられる． 

 

4. 結論 

 今回は，濁度と拡散消散係数のマッチングを行った箇所が十分でなく，明確な結論を導き出せなか

った．濁度の自動観測によるデータは観測点によるブレが発生したり，欠測も生じやすいため，自動

観測による濁度は目安として考えた方がいい．ただし，1 時間ごとの計測のため,天候や地域特性によ

る変化の推移などについてその河川の傾向を把握することができる．また，濁度と透明度の関係は一

定の相関はあるが流域ごとに値が異なるため，流域が異なれば傾向も変わるため注意が必要である． 
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地形・土地被覆情報の防災への活用に関する研究（第 4 年次） 
 

 

実施期間 平成 26 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室  

 

中埜 貴元  大野 裕幸 

 

1. はじめに 

本研究は，航空レーザデータ，空中写真等とその他の調査手法を組み合わせて，地形解析や土地被

覆分類，地形特性の把握等を行い，地形・土地被覆と災害との関連に焦点をあて，国土保全と防災に

貢献することを目的としている． 

平成 29年度は，現在国土地理院の中で運用している「地震時地盤災害推計システム」（以下「SGDAS」

という．）について，平成 28 年（2016 年）熊本地震（以下「熊本地震」という．）での実際の地盤災害

状況に基づいた予測の妥当性検証を実施した．SGDAS は，震度 5 弱以上の地震が発生した際に，地震

発生後 15 分以内に地盤災害（斜面崩壊，地すべり，液状化）の発生可能性を予測・推計・配信するシ

ステムである（神谷ほか，2014）．斜面崩壊の発生可能性は神谷ほか（2012）の修正六甲式及び脆弱な

地質情報に基づいて，地すべりの発生可能性は地すべり地形の面積率と周辺地質との関係から過去の

地震での地すべり発生状況を最も説明できる回帰式を用いて，液状化の発生可能性は地形分類と震度

との関係から経験的に評価する手法（小荒井ほか，2013）に基づいて予測されている．過去の地震で

の事例において一定水準の妥当性が確認されている（神谷，2013）が，熊本地震でも妥当性が担保で

きるか確認した．なお，この研究成果の詳細は，中埜・大野（2018）にまとめているため，そちらも

参照されたい． 

 

2. 研究内容 

SGDAS では，斜面崩壊，地すべり，液状化の

3 種類の地盤災害の発生可能性を予測・推計す

るが，ここでは斜面崩壊と地すべりの予測結果

を統合した「斜面災害」の予測結果と「液状化」

の予測結果について妥当性を検証した．検証に

用いた実際の地盤災害発生地点情報は，斜面災

害は国土地理院（2016）の土砂崩壊地分布図

（745 地点），液状化発生分布は国土地理院が撮

影した空中写真を独自に判読した結果（10,568

地点）である． 

検証の方法として，以下の 3 つの方法を採用

した．（検証 1）発生可能性の段階ごとに災害発

生地点の発現率を求め，予測セル単位でみた場

合の一致率・見逃し率・空振り率を定性的に評

価．（検証 2）発生可能性の段階ごとの災害発生

地点数と災害発生密度を求め，発生可能性の大

きい場所と実際の災害発生箇所の集中度合い

図-1  SGDAS による斜面災害（斜面崩壊＋地すべり）

の発生可能性分布図と土砂崩壊発生地点の重ね

合せ．背景の陰影図は基盤地図情報 10m メッシ

ュ標高を基に作成． 
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を定性的に評価．（検証 3）発生可能性が大きい場所の集中

領域と実際の災害発生地点のカーネル密度分布を比較し，両

者の重なり度合いを定性的に評価．なお，ここでの一致率は

「発生する可能性があると予測した場所のうち，実際に発生

した場合の割合」，見逃し率は「発生する可能性がないと予

測したのに実際には発生した場合の割合」，空振り率は「発

生する可能性があると予測したのに実際には発生しなかっ

た場合の割合」を指す．検証 1 は，神谷（2013）での妥当性

の検証方法と同様の方法であり，検証 2 及び 3 は実際の災害

対応での利用を想定した場合の妥当性を検証する方法と言

える． 

 

3. 得られた成果 

3.1 斜面災害での検証結果と考察 

SGDAS による斜面災害（斜面崩壊＋地すべり）の発生可

能性（危険度）分布図と土砂崩壊地分布を重ね合わせたもの

を図-1 に示す．これに基づく検証 1 における斜面災害の各

発生可能性のセル数と土砂崩壊発生地点の発現率を図-2 に，

検証 2 における発生可能性ごとの土砂崩壊発生地点数と土

砂崩壊発生密度を図-3 に，検証 3 における発生可能性が大

きい場所の集中領域と実際の土砂崩壊発生地点のカーネル

密度分布を重ねたものを図-4 に示す．これらの結果から，

 

図 -2  斜面災害の発生可能性ごとのセル

数（灰色棒グラフ）と土砂崩壊発生

セル数（赤枠棒グラフ）及び土砂崩

壊発生地点の発現率（折れ線グラ

フ）．発生可能性 0 の棒グラフは一

部省略． 
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図 -3  斜面災害の発生可能性ごとの土

砂崩壊発生地点数（棒グラフ）と

土砂崩壊発生密度（折れ線グラ

フ） 
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図-4  SGDAS による斜面災害の発生可能性が大きい場所の

集中領域と土砂崩壊発生地点のカーネル密度分布の重

ね合わせ．背景の陰影図は基盤地図情報 10m メッシュ

標高を基に作成． 
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SGDAS による斜面災害発生可能性予測は，見逃し率

は低かったものの，一致率も低く，空振り率が高い

こと，また，土砂崩壊発生密度は発生可能性 4 で突

出して大きく，妥当な結果となったが，発生可能性

が大きい場所の集中領域と実際の土砂崩壊発生地

点の高カーネル密度領域とは必ずしも重ならない

ことが分かった． 

この結果の要因を分析するため，予測に使用され

ている傾斜度，推計震度分布，地質情報と実際の土

砂崩壊発生地点及び斜面災害の発生可能性が大き

い場所の集中領域との関係を調べた．その結果，実

際には土砂崩壊がほとんど発生しなかった地域で

斜面災害（斜面崩壊）の発生可能性が大きく予測さ

れた要因は，脆弱な地質で急傾斜地が発達し，震度

が 5 強以上という，斜面災害の発生可能性をより危

険側に評価する条件が揃ったことだと考えられた．

つまり，修正六甲式の予測アルゴリズムまたは脆弱

な地質の評価への寄与方法を改良する必要がある． 

 

3.2 液状化での検証結果と考察 

 SGDAS による液状化の発生可能性分布図と液状化発生地点分布図を重ね合わせたものを図-5 に示

す．これに基づく検証 1 における液状化の各発生可能性のセル数と液状化発生地点の発現率を図-6 に，

検証 2 における発生可能性ごとの液状化発生地点数と液状

化発生密度を図-7 に，検証 3 における発生可能性が大きい

場所の集中領域と実際の液状化発生地点のカーネル密度分

布を重ねたものを図-8 に示す．これらの結果から，SGDAS

による液状化発生可能性予測は，検証 1 では一致率が低く，

空振り率が高いものの，見逃し率はそれほど高くない結果

となったが，検証 2 においては見逃し率の高さが露呈し，

予測の妥当性は低いと判断された．また，発生可能性が大き

い場所の集中領域と実際の液状化発生地点の高カーネル密

度領域とは必ずしも重ならなかった． 

 この結果の要因を分析するため，予測に使用している

250m グリッドサイズの地形分類情報，推計震度と液状化発

生地点及び液状化の発生可能性が大きい場所の集中領域と

の関係を調べた．その結果，SGDAS による液状化発生可能

性予測で用いている震度と地形分類との関係は，全体とし

ては実際の液状化発生条件と調和的であるが，使用してい

る地形分類情報の空間分解能の不足または地形区分の相違

による見逃しや，従来の経験則から外れる地域固有の特殊

要因による事例によって，解析結果の数値上は妥当性が低

 

図-5  SGDAS による液状化の発生可能性分布図と

液状化発生地点の重ね合わせ．背景の陰影図

は基盤地図情報 10m メッシュ標高を基に作

成．1 級河川データは国土数値情報を使用． 

 

図 -6  液状化の発生可能性ごとのセル数

（灰色棒グラフ）と液状化発生セル

数（赤枠棒グラフ）及び液状化発生

地点の発現率（折れ線グラフ）．発生

可能性 0 の棒グラフは一部省略． 
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いと判断されるに至ったと考えられた．すなわち，見逃しを

軽減するためには，予測アルゴリズムの改良よりも，予測に

使用する地形分類情報の高解像度化や地形区分の細分化が

必要と考えられる． 

 

4. 結論 

熊本地震で発生した斜面災害（斜面崩壊，地すべり）と液

状化の事例を基に，SGDAS の地盤災害発生可能性予測結果

を検証した結果，斜面災害予測は概ね妥当であるものの，過

剰予測がみられ，予測方法の改良の必要性が，また，液状化

予測においては見逃しが多発したが，予測アルゴリズム自体

は実際の発生傾向と調和的であり，予測に使用する地形分類

情報の高分解能化・細分化の必要性やそれだけでは表現しき

れない地域固有の特殊要因の考慮の必要性が明らかとなっ

た．今後の SGDAS の利活用の方向性も含めて，改良の必要

性等の議論が必要である． 
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図 -7  液状化の発生可能性ごとの液状化

発生地点数（棒グラフ）と液状化発

生密度（折れ線グラフ） 
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図-8  SGDAS による液状化の発生可能性が大きい

場所の集中領域と液状化発生地点のカーネル

密度分布の重ね合わせ．背景の陰影図は基盤

地図情報 10m メッシュ標高を基に作成．1 級

河川データは国土数値情報を使用． 
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地形・環境解析による地域特性の把握・解明に関する研究（第 4 年次） 
 

 

実施期間          平成 26 年度～平成 30 年度  

地理地殻活動研究センター 

                      地理情報解析研究室  中埜 貴元  大野 裕幸 

 

1. はじめに 

災害や環境変化に対してレジリエンス（抵抗力，復元力，弾力性）を備えた国土や地域を構築して

いくためには，その地域が持つ特性を理解し，それを活かした国土保全，環境保全，開発利用を進め

ていく必要がある．そのため本研究では，地形・土地被覆等から地域の災害特性や環境特性を適切に

評価する手法を研究することを目的に，DEM データや既存の地理空間情報を用いた GIS 解析や領域

分割手法を適用することにより，効率的な領域区分や災害・景観特性に対応した地理的地域特性区分

手法の検討を行うとともに，SfM（Structure from Motion）-MVS（Multi-View Stereo）などの新技術を

用いた地域特性把握に必要な情報の取得方法の検討を実施するものである． 

山間地における積雪は，水資源として重要な役割を果たしており，その資源量の把握には積雪水量

の推定が重要である．また，山岳地域の積雪量は環境変動の指標でもあり，その経年的な変化を把握

することは，山岳地の環境変動を考えるうえでも重要である．しかし，これらに共通して必要となる

積雪深分布情報を広域的にサブメートル精度で把握することは容易ではない．例えば，積雪期と無積

雪期の航空レーザ計測データの差分により積雪深を推定する事例はこれまでに多数報告されているが

（北原ほか，2005；秋山ほか，2009 など），この手法はコストが大きく，天候の影響も受けやすい．ま

た，近年は無人航空機（UAV）と SfM-MVS を併用した積雪深の把握事例もあるが（内山ほか，2014；

松山ほか，2016 など），計測範囲が限られるうえ，一般的には地上基準点（GCP）を現地に設置・観測

する必要がある． 

そこで平成 29 年度は，積雪期の山間地を航空機で撮影した空中写真を用いて，現地での GCP 観測

を行わずに SfM-MVS 技術によりどのくらいの位置精度で積雪深の広域推定に用いる DSM（Digital 

Surface Model）が作成できるかを検討した． 

 

2. 研究内容 

積雪期の空中写真として，2004 年新潟県中越地震からおよそ半年後の 2005 年 3 月と 4 月に国土地

理院が撮影した新潟県長岡市山古志地区の空中写真を用いた．その写真を用いて SfM ソフト

（PhotoScan Pro）によりオルソ画像及び DSM を作成した．GCP の取得は，2005 年 4～6 月（無積雪

期）にかけて国土地理院が計測した航空レーザデータの簡易オルソ画像と DEM を用いた．GCP は空

中写真中の積雪の無い地上で取得し，①理想的な配置を重視し自然地物も対象とする，②理想的な配

置は無視し人工地物のみを対象とする，という 2 つの配置パターンをテストした．この GCP とは別

に，航空レーザデータから位置座標を取得した検証点を 9 点設置し，オルソ画像及び DSM の位置精

度を検証した． 

 

3. 得られた成果 

3.1 2005 年 3 月の空中写真の場合 

ほとんどの範囲が雪に覆われていた 3 月の空中写真におけるパターン①と②の GCP 配置と誤差（基
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準点残差）の推定値をそれぞれ図-1，図-2 に示す．パターン①（図-1）では，除雪された道路の交差

点等のほか，細い河川の合流部等も対象とし，計 12 点（人工地物 8 点，自然地物 4 点）の GCP を取

得したが，3 次元座標の平均二乗誤差（RMSE）は約 0.66m で，積雪深の推定に大きく影響する高さ方

向の RMSE は約 0.28m であった．パターン②（図-2）では，除雪された道路の交差点や家屋等の地物

の辺の延長線と道路中心線との交点等で計 12 点の GCP を取得したが，3 次元座標の RMSE は約 0.58m，

高さ方向の RMSE は約 0.15m であり，基準点残差でみるとパターン②の方が若干良好な結果となっ

た．一方，別途設けた検証点（9 点）での較差を調べると，パターン①では 3 次元座標の RMSE が約

2.74m，高さ方向の RMSE が約 6.92m と非常に大きく，パターン②では 3 次元座標の RMSE が約 2.01m，

高さ方向の RMSE が約 2.08m となり，こちらもパターン②の方が良好な結果となった． 

 

 
図-1 2005 年 3 月の空中写真におけるパターン①

の GCP 配置と誤差（基準点残差）の推定値 

 

 
図-2 2005 年 3 月の空中写真におけるパターン②

の GCP 配置と誤差（基準点残差）の推定値 

 

3.2 2005 年 4 月の空中写真の場合 

 一部の範囲の雪が融け，比較的地表が露出した状態となった 4 月の空中写真におけるパターン①と

②の GCP 配置と誤差（基準点残差）の推定値をそれぞれ図-3，図-4 に示す．パターン①（図-3）では，

3 月よりも多くの道路や駐車場等で GCP を取得することができ，計 19 点（人工地物 12 点，自然地物

7 点）の GCP を取得したが，3 次元座標の RMSE は約 0.74m で，高さ方向の RMSE は約 0.35m であっ

た．パターン②（図-4）では計 16 点の GCP を取得したが，3 次元座標の RMSE は約 0.63m，高さ方向

の RMSE は約 0.24m であり，基準点残差でみるとパターン②の方が若干良好であるが，先述の 3 月の

空中写真の場合と比べると，若干残差が大きい結果となった．一方，別途設けた検証点（9 点）での

較差を調べると，パターン①では 3 次元座標の RMSE が約 0.99m，高さ方向の RMSE が約 0.12m で，

パターン②では 3 次元座標の RMSE が約 1.47m，高さ方向の RMSE が約 0.20m となり，パターン①の

方が良好な結果となったが，3 月の場合と比べると 3 次元座標の RMSE は半分程度，高さ方向の RMSE

は一桁小さい値となった． 
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図-3 2005 年 4 月の空中写真におけるパターン①

の GCP 配置と誤差（基準点残差）の推定値 

 
図-4 2005 年 4 月の空中写真におけるパターン②

の GCP 配置と誤差（基準点残差）の推定値 

 

4. 結論と今後の課題 

上記の結果は，山間地において広範囲が雪に覆われており理想に近い配置の GCP の取得が困難な

場合は，その配置はあまり考慮せず，位置が確定しやすい人工地物を GCP として取得することが望ま

しいこと，また，雪に覆われた範囲がそれほど多くなく GCP の取得が比較的容易な場合は，位置が確

定しやすい人工地物で GCP を取得しつつも，その配置が不十分な場合は自然地物で補うことが望ま

しいことを示していると考える．ただし，今回の解析においては，前者では積雪深を求めるには高さ

精度が不十分であり，今後さらなる検討が必要である．また，現地での積雪深データが入手できれば

それとの比較検証も実施する予定である． 
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新技術の活用による地理空間情報整備・更新の迅速化に関する研究 
（第 3 年次） 

 

          

実施期間 平成 27 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 

 

大野 裕幸 

 

1. はじめに 

写真測量による地図作成の工程のうち，図化，編集，点検の工程は労働集約型の工程である．その

要因としては，地物判読には熟練の技術が必要であることや点検に出力図を用いること，すなわち，

測量技術者による目での確認を行う必要がある，といった構造的なものが挙げられる．これらが地図

作成，更新の迅速化，低コスト化におけるボトルネックとなっている点を課題と捉え，近年，急速に

技術革新が進みつつある人工知能（AI）分野の技術を取り入れることでその解消を図ることができな

いかという観点から，平成 30 年度から特別研究「AI を活用した地物自動抽出に関する研究」に着手

する計画である．そのための準備研究として，判読・図化の工程に AI を導入することを目的とした基

礎的な調査を実施した． 

 

2. 研究内容 

2.1 研究開発の概要 

研究内容は，測量成果として取得された空中写真を入力し，畳み込みニューラルネットワーク（CNN）

と AI 分野にブレークスルーをもたらした中核技術である深層学習（ディープラーニング）を用いて，

地物を抽出する手法を調査し，特別研究の研究計画を策定するために必要な基本的なノウハウを取得

することを目的として実施した． 

2.2 深層学習（ディープラーニング）とは 

 深層学習は，数多くの層（Deep＝深い）を持つニューラルネットワークを用いた機械学習のことで，

基本的な処理方法は古くから知られていたものである．近年のコンピュータの処理能力が飛躍的に向

上したことによって画像分析の分野において実用的なレベルの処理を実施可能となった．その鏑矢と

なったのは，インターネット上で画像データセットを提供する Image Net による画像認識のコンペテ

ィション ILSVRC2012 で優勝した AlexNet（Alex et al., 2012）である．以降，深層学習を用いたニュー

ラルネットワークが画像認識の分野では独壇場となっている． 

 深層学習による画像認識には，画像分類（Classification），物体識別（Object Detection），領域分割

（Semantic Segmentation）などがあるが，深層学習は，機械

学習の手法の一つであるため，大量の教師データが必須と

なる．このうち，画像分類と領域分割について調査した． 

2.2.1 画像分類（Classification）について 

 nVIDIA 社から公開されているフリーの深層学習用フレ

ームワーク DIGITS を用いて，画像分類を試行し，教師デー

タの作成方法や分類性向を調査した．画像分類における教

師データは，ラベル付けとも呼ばれ，教師画像が何を映し

ているかを明確にして各ラベルのフォルダに画像を振り分

 

図-1 画像分類用教師データの例 
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けていく．図-1 は，地理院地図用オルソ画像タイルを用いた画像分類の教師データの例である．写っ

ている内容によって画像をラベル付けしている． 

2.2.2 領域分割（Semantic Segmentation）について 

 領域分割は，画像内のどの範囲に何が写っているかを同時に同定する画像処理方法である．物体認

識が，画像中に何が写っているかを矩形範囲で特定するのに対し，領域分割は対象地物の範囲をピク

セル単位で特定できることから，判読・図化に適した画像処理方法であると考えられる．そこで，領

域分割が可能なニューラルネットワークを用いて実際に領域分割を試行し，適用性を分析した． 

 

3. 得られた成果 

3.1 画像分類 

21 種類 6,063 枚の教師データを用いて DIGITS で学習を実施し，任意の画像を入力してその画像に

何が映っているかを確率で示した推論結果を得た．ネットワークは，DIGITS にあらかじめ用意されて

いる GoogLeNet を用いた．その結果、教師画像の数が 1,547 枚の樹林や 1,038 枚の水部は比較的分類

結果が良好（分類確率の 1 位と検証画像のラベルが一致しており，その確率も 70％程度以上）であっ

たものの，教師画像数が数百枚以下のものの分類結果は不良であった．また，分類確率はタイル内に

写っている土地被覆の割合とある程度比例しているように見え，両者が相関している可能性が考えら

れる．この点は，一般的に行われている画像分類が，例えば犬や車といった主題を対象にしているの

に対し，空中写真から作成されるオルソ画像タイルを用いた画像分類は，いわば主題の背景部分に対

象を当てて分類しようとしていることが影響している可能性がある． 

3.2 領域分割 

 領域分割を行う CNN としては，FCN（Jonathan Long et al., 2015）や U-Net（Olaf Ronneberger et al., 

2015）などが知られている．そこで，地理院地図のオルソタイルを元に，土地被覆を 33 種類（図-2）

の色に分類した教師画像を作成し，FCN を nVIDIA DIGITS 上で実行して領域分割を試行してみたと

ころ，検証画像上で同じ色に分類できたピクセル数を示す正解率はほぼ 0％であった．FCN も画像分

類と同様に主題が明確な画像を対象としており，背景部分は領域分割の対象としないネットワークで

あることから，オルソ画像タイルのような画像の領域分割には適さなかった可能性がある． 

次に，空中写真と地図を相互変換できると謳っている CNN で，GAN（敵対的生成ネットワーク）

を用いた汎用のニューラルネットワークであるいわゆる pix2pix（Phillip et al., 2016）を用いたところ，

教師枚数 1,440 枚，33 種類全種別の領域分割では竹林や収穫後の水田など一部の種別では比較的良好

な分類結果が得られたものの，全体的な傾向は正解率 30～40％で頭打ちとなった．しかし，33 種類混

合でなく，単一の地物に絞って領域分割を試行したところ，正解率 70％台に達するものが見られた．

そのため，pix2pix をベースとしてネットワーク構成の一部を変更し，浸水抽出に目的を限定したニュ

ーラルネットワークの構築を行った結果，最大で合致率 93%を達成したものが得られた（大野・岩橋・

中埜，2018）． 

 

4. 結論 

空中写真画像からの地物抽出には，GAN を用いた CNN が有効であることを確認した．pix2pix は汎

用に使えるものとして構築されているため，専用の DNN より正解率が低い（Phillip et al., 2016）こと

も確認し深層学習を用いて実用的な AI を構築するには，GAN をベースとして独自のニューラルネッ

トワークを構築する必要があることが分かった．また，画像分類の結果から，教師データ数は 1 種類

あたり 1,000 枚以上を用意することが好ましいと考えられる． 
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図-2 領域分割における教師データの色分類 
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3 次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術開発 
（第 3 年次） 

 

         

実施期間 平成 27 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 

地理地殻活動研究センター 

 

田中 宏明  大野 裕幸 

佐々木 久和 藤原 智 

 

1. はじめに 

屋内における歩行者の移動支援等に用いる地図は，GNSS が利用できないため，屋外における地図

作成手法とは異なる整備手法によって作成する必要がある．しかし，屋内地図に関する標準的な規格

は策定されていない．そこで，本研究は，地下街等の公共的屋内空間を対象として地図の標準的な規

格と整備手法を策定することを目標として調査研究を実施してきた．本年度は最終年度として，それ

らの調査研究結果を屋内地図の仕様書案及びデータ整備マニュアルに取りまとめた． 

 

2. 研究内容 

2.1 研究開発の概要 

昨年度までに，歩行者移動支援のアプリケーションで用いられる階層別屋内地理空間情報データ仕

様書（案）（以下「階層別仕様書」という．）の暫定仕様を取りまとめ，さらに，BIM から階層別仕様

書に基づくデータを作成する際のブリッジとして，また施設管理に使用することも念頭に入れた 3 次

元屋内地理空間情報データ仕様書（案）（以下「3 次元仕様書」という．）が準拠すべき国際規格とし

て BIM のデータ交換標準である IFC（Industry Foundation Classes．ISO16739:2013）を選定した． 

本年度はその流れを受けて，階層別仕様書については，未検討であった屋内の歩行経路ネットワー

ク仕様に関する検討及び身体障害者団体等に対するヒアリングの実施を通じて最終仕様案を取りまと

めるとともに，3 次元仕様書については，IFC に基づく具体的な仕様案の策定を行った．また，屋内地

図作成の原典資料となり得る，フロアマップ，2 次元 CAD データ，BIM 及びレーザセンサによる現地

計測データから両仕様書に基づくデータを作成する方法を取りまとめたデータ整備マニュアルを策定

した． 

2.2 屋内歩行経路ネットワーク仕様の検討 

 屋内の歩行経路ネットワーク（以下単に「ネットワーク」という．）の仕様に関して，屋外を対象と

したネットワークデータ仕様案（国土交通省, 2017）を適用した場合を想定し，東京駅地下 1 階京葉線

コンコースで現地調査を行って，同仕様の課題の有無を調査した．その結果，大きな課題が無いこと

を確認したが，人流が輻輳するような屋内空間では，歩行経路として取得されるネットワークリンク

の取得位置に問題が生じる場合があることを確認した． 

2.3 階層に関する仕様の検討 

 屋内空間では，物理的には 1 つの空間であって，施設管理者が変わると階層名が異なる場合がある．

また，傾斜した地形に建築された構造物の場合，異なる階層から地上（グラウンドレベル）に出られ

るケースもあり，複雑な階層構造を持つ場合もある．そのようなケースでもスムースに階層を遷移さ

せられるよう，階層の定義と接続するアンカーポイント（階層間接続点）の仕様の見直しを実施した．  

2.4 IFC に準拠した 3 次元仕様書の作成 
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 3 次元仕様書は，IFC に準拠して屋内空間の 3 次元モデルデータを定義する．そのため，IFC のクラ

ス構造に沿って，屋内空間に存在する地物を IFC のエンティティにあてはめ，基本的な表現方法と合

わせて仕様化した．また，階層別仕様書に基づくデータへの変換を容易にするため，階層別仕様書の

データ構造を UML で記述して IFC のクラス構造と対比させ，データ変換及び属性の抽出の際の両者

のクラス間の対応を明確化した． 

2.5 データ整備マニュアルの作成 

 屋内空間の地図作成に使用される原典資料から，階層別仕様書及び 3 次元仕様書のデータを作成す

る 5 種類の整備方法（図-1）について，標準的なデータ作成方法をマニュアルとして取りまとめた． 

 

 
図-1 屋内地図整備マニュアルが示す 5 種類の整備方法 

 

3. 得られた成果 

3.1 屋内歩行経路ネットワーク仕様 

屋内歩行経路ネットワーク仕様の検討結果は，課題及び検討結果を政策統括官付と共有し，屋内を

対象に含めた歩行空間ネットワークデータ等整備仕様案の改定版に反映される予定である．そのうえ

で，階層別仕様書のネットワーク仕様は同仕様案を準用する形とし，屋内空間で推奨される歩行経路

の取得方法（視覚障害者誘導ブロックの取得方法）を整備マニュアルに示した． 

3.2 階層に関する仕様及び階層別仕様書 

 階層は，ラベルである階層名と数値の大小により論理的な階層の上下関係を示す階層数の 2 つを組

として定義し，階層の定義が変化する地点にはアンカーポイント（階層間接続点）を置くことで安定

的に遷移させる仕様とし，ヒアリング結果等も含めて階層別仕様書の最終版として取りまとめた． 

3.3 3 次元仕様書 

 3 次元仕様書は，IFC に準拠したエンティティを用いて，表-1 の 27 のエンティティセットとして

定義するとともに，将来の拡張を考慮したプロパティセットも定義した仕様書として取りまとめた．  

3.4 データ整備マニュアル 

 平成 27 年度及び平成 28 年度に実施したデータ整備手法に関する現地調査や精度検証の結果を元

に，「原典資料→準拠するデータ仕様書」の組で，「①フロアマップ・2 次元 CAD→階層別仕様書」
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「②フロアマップ・2 次元 CAD→3 次元仕様書」「③BIM→3 次元仕様書」「④現地計測データ→3 次

元仕様書」「⑤3 次元仕様書に基づくデータ→階層別仕様書」の 5 種類のデータ整備・変換方法をデ

ータ整備マニュアルとして取りまとめた． 

 

表-1 3 次元屋内地理空間データ仕様書におけるエンティティの一覧 

 種類 エンティティ名 データ名称 

1 プロジェクト要素 IfcProject プロジェクト情報データ 

2 空間構成要素 IfcSite 施設データ 

3 空間構成要素 IfcBuilding 建物データ 

4 空間構成要素 IfcBuildingStorey 階層データ 

5 空間構成要素 IfcSpace 物理的な空間データ 

6 建築要素 IfcSlab 床データ 

7 建築要素 IfcColumn 柱データ 

8 建築要素 IfcWall 壁（石またはコンクリート造り）データ 

9 建築要素 IfcWallStandardCase 標準壁データ 

10 建築要素 IfcCurtainWall カーテンウォールデータ 

11 建築要素 IfcBeam 梁データ 

12 建築要素 IfcRoof 屋根データ 

13 建築要素 IfcDoor ドアデータ 

14 建築要素 IfcWindow 窓データ 

15 建築要素 IfcStair 階段データ 

16 建築要素 IfcStairFlight 
階段（1 つの階、または踊り場と次の階の間の階

段）データ 

17 建築要素 IfcRamp スロープデータ 

18 建築要素 IfcRampFlight 
スロープ（踊り場を含まないスロープの斜路部

分）データ 

19 建築要素 IfcCovering 天井データ 

20 建築要素 IfcRailing 手すりデータ 

21 建築要素 IfcPlate パネルデータ 

22 建築要素 
IfcBuildingElementPr

oxy 
一般的な建築物要素データ 

23 輸送設備要素 IfcTransportElement 輸送設備要素データ 

24 設置物要素 IfcFurnishingElement 設置物要素データ 

25 形状修飾要素 IfcOpeningElement 開口要素データ 

26 グループ要素 IfcZone 任意設定空間データ 

27 描画要素 IfcAnnotation 描画要素地物データ 
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4. 結論 

屋内地図の整備における標準的な仕様書及び整備マニュアルを取りまとめた．これにより当面の技

術的課題は解決したものと考える．さらに，フロアマップや現地計測データから 3 次元仕様書に基づ

く屋内地図データ（IFC 形式）を作成可能としたことで，これを基礎データとして，現存する構造物

における施設管理のための LOD200 から LOD300 程度の BIM データ整備に活用することも可能にな

ると考えられ，今後課題となり得る点にも先行的に対応できたと考える． 

 

参考文献 

国土交通省（2017）：歩行空間ネットワークデータ等整備仕様案, 国土交通省 政策統括官付. 
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中～高解像度 DEM を用いたグローバルな防災に資する全球の自動地形分類図

の作成（第 3 年次） 
 

          

実施期間 平成 27 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 

   

岩橋 純子           

 

1. はじめに 

本研究の目的は，地盤強度の分類や土壌の推定などに役立つ全球の自動地形分類図の作成である．

第 1 年次は，SRTM から作成された 7.5 秒メッシュ DEM（GMTED2010；USGS）を用い，アジア太平

洋地域を中心に分類手法の試行錯誤を行った．第 2 年次は，GMTED2010 で地形分類図の試作を行っ

たのち，SRTM 等のノイズを除去して作成された高品質の MERIT DEM（Multi-Error-Removed Improved-

Terrain；Yamazaki et al., 2017）から 280mDEM を内挿計算により作成し，グリーンランド等の一部地

域を除くほぼ全球について，ポリゴンベースのグローバルな地形分類データを作成した．最終年次で

ある今年度は，作成した地形分類データについて検証を行い，論文の作成（Iwahashi et al., 2018）と共

に，残された課題の洗い出しと，解決方法の模索を行い国際学会で発表した（AGU Fall Meeting 2017；

Iwahashi et al., 2017）． 

 

2. 研究内容および考察 

MERIT の 280mDEM を用いたグローバルな地形分類データ（図-1 に一部）は次のように作成され

た．まず，斜面傾斜と凸部の分布密度の対数値を用い，全球の領域分割を行った．次に，尾根谷密度

を加え，機械学習（k-means クラスタリング）によって，全球を 40 個のクラスタに分割した．さらに，

日本におけるそれらのクラスタを，日本の既存の地質・地形分類データ（シームレス 20 万分の 1 地質

図（産業技術総合研究所），Wakamatsu and Matsuoka（2013），地すべり地形分布図（防災科学技術研究

所））と比較し階層クラスタリングで分析することにより，地形・地質的に異なる特徴を持つ 12 個の

グループへのグルーピング基準を作成した．それを全球に適用し 12 区分の分類図を作成した後，地質

図等とのオーバーレイ・目視観察を経て，山地・丘陵地は合成尾根谷密度を用いて細分し最終的に 15

種の地形グループを作成した．分類結果に地形学的な意味を与えるため 15 グループは再度地質図等

とクロス集計され，目視観察も併せて表-1 の凡例が構築された． 
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図-1 MERIT DEM（Yamazaki et al., 2017）から作成した 280mDEM による地形分類図（部分） 

 

表-1 地形分類図の凡例 

概要 Terrain 

Group 

Landform pattern 日本における典型的な地形 

 

 

 

 

岩盤山地 

1a Steep mountain (rough) 付加コンプレックスによる急勾配な山地，風化が進んで

いない花崗岩山地 

1b Steep mountain (smooth) 酸性火山岩または侵食の進んだ塩基性火山岩による急

勾配な山地，カルデラ壁，断層山地・地塁，残丘 

2a Moderate mountain (rough) 酸性火山岩または付加コンプレックスによる中勾配な山

地 

2b Moderate mountain (smooth) 堆積岩類または侵食の進んだ塩基性火山岩による中勾

配な山地 

 

丘陵 

3a Hills (rough in small and large scale) 風化した岩石による丘陵地，山麓 

3b Hills (smooth in small scale, rough in 

large scale) 

火砕流または第三紀層による丘陵 

高地の長大斜面 4 Upper large slope 侵食が進んでいない塩基性火山 

5 Middle large slope 砕屑物による火山麓，堆積物の侵食崖 

 

台地，段丘，低地

の長大斜面 

6 Dissected terrace, moderate plateau 丘陵性段丘，（市街地および工業地域） 

7 Slope in and around terrace or plateau 段丘の段丘崖または谷底平野 

8 Terrace, smooth plateau 段丘，砂丘，（市街地および工業地域） 

9 Alluvial fan, pediment, bajada, pediplain 沖積扇状地，開析扇状地 

 

平野 

10 Alluvial plain, pediplain 沖積平野（上流） 

11 Alluvial or coastal plain, pediplain 沖積平野，海岸平野 

12 Alluvial or coastal plain (gentlest), lake 

plain 

三角州，湿地，海岸平野 
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この日本を基にしたグルーピングが他の地域でも有効か調べるため，カリフォルニアとオーストラ

リアの地質図・岩相分類図とクロス集計を行った．その結果，これら日本とは地質構造区あるいは気

候区が異なる地域においても，岩盤山地，丘陵，高地の長大斜面，中間的地形（台地，段丘，低地の

長大斜面），平野を識別するのにグルーピングは適切であることが分かった．しかし，Landform pattern

のレベルで見れば，局所地形が似ていることが必ずしも似たような形成過程や岩相を示すわけではな

いことが明らかになった（例えば表 1 の alluvial plain（沖積平野）と pediplain（ペディプレーン））．こ

れは，地域ごとに凡例を定義しなおすことによってある程度解決可能と考えられるが，堆積平野と侵

食平野の双方が存在するような地域では注意が必要である． 

280mDEM を用いた地形分類は，1kmDEM を用いた過去の研究（Iwahashi and Pike, 2007）より，段

丘地形の抽出や 1km 以下のサイズの地形の分類について明らかに進歩したことが分かった．一方，幅

の狭い谷底平野，市街地及び工業地域，平野の微高地は，DEM の解像度と精度の問題，そして人工改

変により適切に分類できなかった．平野の微高地に関しては，最寄り水路からの比高を示すパラメー

タである HAND（Height Above the Nearest Drainage；Rennó et al. 2008）が有効であることが分かりつ

つあり，現在研究を進めている．また，地盤工学の一部研究者から要望のある，NEHRP Seismic Site 

Class（Hayes et al., 2017）に対応する地盤分類についても，平野部の分類の改善と Vs30 データ（表層

30m の S 波速度）との比較を合わせて検討中である． 

地質構造区と気象区を局所の地形分類に加味したグローバル・ローカル双方の知識がクラスタのよ

りよいグループ化に必要であり，また，特に平野部の微地形分類のためには，さらなるパラメータの

追加や高解像度な DEM が必要である．適切に分類された地形分類は，自然災害の多発地や土地開発

の適地をよりよく知ることに役立つと考えられる． 

 

参考文献 

Hayes JR, McCabe SL, Mahoney M (2017)：Implementation guidelines for executive order 13717: Establishing 

a federal earthquake risk management standard, National Institute of Standards and Technology Technical 

Note 1922, 57p. 

Iwahashi J, Yamazaki D, Matsuoka M, Thamarux P, Herrick J, Yong A, Mital U (2017)：Global terrain 

classification using Multiple-Error-Removed Improved-Terrain (MERIT) to address susceptibility of 

landslides and other geohazards. AGU Fall Meeting (New Orleans 11-15 Dec.2017), NH43A-0207. 

Iwahashi J, Kamiya K, Matsuoka M, Yamazaki D (2018) ：Global terrain classification using 280 m DEMs: 

segmentation, clustering, and reclassification. Progress in Earth and Planetary Science 5:1. 

https://doi.org/10.1186/s40645-017-0157-2. 

Rennó CD, Nobre AD, Cuartas LA, Soares JV, Hodnett MG, Tomasella J, Waterloo MJ (2008)：HAND, a new 

descriptor using SRTM-DEM: Mapping terra-firme rainforest environments in Amazonia, Remote Sensing 

of Environment 112:9, 3469-3481. 

Wakamatsu K and Matsuoka M (2013)：Nationwide 7.5-Arc-Second Japan Engineering Geomorphologic 

Classification Map and Vs30 zoning, Journal of Disaster Research 8, 904-911. 

Yamazaki D, Ikeshima, D, Tawatari R, Yamaguchi T, O'Loughlin F, Neal JC, Sampson CC, Kanae S, Bates PD 

(2017)：Highest ever accuracy mapping of global terrain elevations, Geophysical Research Letters 44, 5844-

5853. 
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ハザードマップにおける災害予測および避難情報伝達の 

機能向上に資する地理学的研究（第 3 年次） 
 

 

実施期間          平成 27 年度～平成 29 年度  

地理地殻活動研究センター   

                      地理情報解析研究室  中埜 貴元 

                   地理地殻活動研究センター  宇根  寛 

 

1. はじめに 

本研究は，JSPS 科研費 JP15H02959（研究代表者：鈴木康弘名古屋大学教授）の助成を受けて実施

しているもので，（1）現状のハザードマップの体系的整理，（2）災害予測地図の高度化，（3）防災地

図及び避難情報伝達機能の高度化，（4）防災地理教育への展開，の 4 つを柱とし，御嶽山噴火災害，

広島豪雨災害，東日本大震災及び南海トラフ地震の津波災害・地盤災害、活断層による直下型地震災

害を例に，ハザードマップの具体的な改良案を提示し，今後の我が国のハザードマップ整備の総合的

なあり方について地理学の立場から積極的に提言することを目的としている．国土地理院は，地盤災

害（揺れやすさ，液状化），活断層（地震）等の災害予測地図の高度化とハザードマップの体系的整理

を担当している． 

 

2. 研究内容 

平成 29 年度は，前年度の研究成果である全国の液状化ハザードマップの分析結果（中埜・宇根，2017）

や 2016 年熊本地震での事例等を総合的に考慮し，液状化ハザードマップの課題の取りまとめと改善策

の検討を実施した．なお，本稿で示した内容の詳細については，宇根ほか（2018）を参照されたい． 

 

3. 得られた成果 

既往の液状化危険度の判定は多くの場合，「道路橋示方書」（日本道路協会，2002）に示された，

ボーリングデータ等を用いて地層全体の液状化指数（PL）を求めて評価を行う地盤工学的手法が用い

られている．この液状化予測手法の考え方は合理的であるが，広域的な液状化予測を目的とする場合

に PL 値の算定に用いられる土質パラメータは，土質ボーリング柱状図に示された土質と 1m 間隔の N

値に基づいて推定されることが多く，土質試験や原位置試験から得られた実測値が用いられることは

希である．このことは，既存のボーリング柱状図の情報量には限界があり，地層の連続性をどのよう

に推定するかによって液状化の推定精度が大きく異なってくる（阿南ほか，2016）ことから，問題が

あると言える．また，評価単位は通常メッシュが用いられるため，結果的に評価の初期段階で考慮さ

れていた微地形や表層地質の区分が考慮されない解析結果が示されることがある．特に大きなサイズ

のメッシュ情報（リスク評価結果）は，地図と重ね合わせた際に住民に対して誤解を与える可能性が

ある．このようにして得られる液状化判定結果は，広範囲にわたって同等の値（危険度）を示すこと

が多いため，液状化の危険性の特に高い地区を特定することができず，結果的に液状化被害軽減のた

めの事前対策に結びついてこなかった可能性がある．つまり，地盤工学的手法と微地形・表層地質や

土地履歴を用いた手法を併用するための適切なマニュアルが必要と言える．微地形・表層地質及び土

地履歴を重視して，液状化の主たる要因を深度数 m 以浅の極浅層の地盤の挙動に求める地球科学的手

法と，地盤の物理的・力学的性質に関する情報を重視し，液状化の要因を地下 20m 以浅の地層の物性
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に求める地盤工学的手法とは相互補完的関係にあるため，これらを組み合わせることでより精度の高

い液状化判定が成し得ると考えられる． 

液状化等の地震災害に関するハザードマップについては，「地震防災対策特別措置法」に努力義務

の規定はあるものの具体的な内容は定められておらず，作成・公表の判断は各市町村に任されている．

そのため，現在公表されている液状化ハザードマップは，中埜・宇根（2017）でも示したように整備

状況に地域差があるとともに，表示内容，リスク評価の情報源等もバラバラである．また，ハザード

マップの液状化リスク評価結果と土地条件とを比較すると，評価が土地条件や土地の履歴と全く対応

しないものや同様の土地条件をもつと思われる一連の地域内に危険度評価が異なる地域が同心円状に

点在するもの，人工改変地の解釈に問題があると思われるものなどが散見される． 

以上の課題を改善するためには，上記のように，相互補完的関係にある地盤工学的手法と微地形・

表層（極浅層）地質及び土地履歴に関する情報を併用する必要があると考える．その参考例として，

国土交通省北陸地方整備局・公益社団法人地盤工学会北陸支部（2012）の方法が挙げられ，この手法

では複数の情報源と GIS を用いて微地形や表層地質，土地履歴に関する情報をメッシュ化することな

くリスク評価を実施している．この場合，ウェブ地図などにより他の情報と重ね合わせた際にも住民

にわかりやすく評価結果を伝えることを可能とする．このように，最近の研究の進展と技術動向の観

点からも，液状化リスクを評価しマッピングする新たなマニュアルの整備・提供を行う必要があると

考える．新たなマニュアルでは，評価の過程の第一段階として，地形分類図をいきなり機械的にメッ

シュデータにするのではなく，微地形情報を DEM などの他の情報と重ね合わせ，地理院地図などの

ウェブ地図を利用して，大局的に地域の土地履歴を俯瞰することから始めることを提案する．その際

には，旧版地図や過去の空中写真，市町村史などを利用して，土地利用の変化や人工改変で消失した

かつての地形（特に旧河道やかつての水域，浅い谷など）の存在を把握することが重要である．また，

地盤工学的評価と微地形や浅層地質，土地履歴による評価が異なる場合には単に機械的に接合するの

ではなく，その違いをもたらした土地の発達史を踏まえた統合を行うべきである．さらに，評価結果

の表示はポリゴン表示を基本とし，それが困難な場合は少なくとも 50m メッシュ以下の細かいメッシ

ュ単位の評価を併用すべきである． 

 

4. まとめ 

 これまでの研究成果を総合的に考慮し，液状化ハザードマップの課題と改善策を整理した．ハザー

ドマップは住民がその内容を理解し，使えることが重要であり，ハザードマップの作成方法（マニュ

アル）の改善だけではなく，リスク評価の過程と評価の根拠とした土地に関する情報を住民に公開し，

住民が自らの住む土地の成り立ちを理解できるような仕組みを構築することも大切である． 

 

参考文献 

阿南修司，佐々木靖人，日外勝仁（2016）：液状化判定の高精度化に関する研究②，平成 27 年度プロ

ジェクト研究土木研究所成果報告書． 

中埜貴元，宇根寛（2017）：ハザードマップにおける災害予測および避難情報伝達の機能向上に資する

地理学的研究（第 2 年次），国土地理院平成 28 年度調査研究年報，200-202． 

日本道路協会（2002）：道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編． 

宇根寛，小松原琢，宮地良典，中埜貴元（2018）：地球科学が液状化防災に貢献するために，地学雑誌，

127(2)，印刷中． 
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干渉 SAR により検出した地震に伴うノンテクトニック変動のメカニズム解明

（第 1 年次） 
 

 

実施期間          平成 29 年度～平成 31 年度  

地理地殻活動研究センター   

                      地理情報解析研究室  中埜 貴元 

                   地理地殻活動研究センター  宇根  寛 

 

1. はじめに 

本研究は，JSPS 科研費 17K01234（研究代表者：佐藤浩日本大学准教授）の助成を受けて実施して

いるもので，2016 年熊本地震に伴って生じたノンテクトニック（いわゆる「お付き合い」，「副次的」，

「根無し」）断層の活動の様態や特徴を，現地地形・地質調査や浅部地下構造調査を通じて明らかにす

ることを目的としている．干渉 SAR で検出されたノンテクトニックな変位と考えられる多数の線状の

地表変位（Fujiwara et al., 2016）は，既知の活断層に沿って現れた一方で，地形的に断層変位地形が認

められない位置にも多数現れた．そこで，阿蘇外輪山北西部を対象地区とし，（1）既知の活断層に沿

って干渉 SAR により線状の地表変位が検出され現地でも地表変位が確認された地点と，（2）断層変位

地形が認められない場所で干渉 SAR により線状の地表変位が検出され現地でも地表変位が確認され

た地点，の 2 つのケースにおいて，詳細な地形や浅部地下構造における変位の累積性の有無及びその

特徴を調査している． 

 

2. 研究内容 

平成 29 年度は，上記のケース（1）に該当する的石牧場Ⅰ断層（鈴木ほか，2017）西部のうち，断

層変位地形が明瞭（地表地震断層は不明瞭）な地区（的石牧場Ⅰ断層地区）においてトレンチ調査と

GPR 探査，地形・地質踏査を，また，大局的にはケース（1）に，局所的にはケース（2）に該当する

古城断層東端部付近で地表地震断層が確認された地点（古城断層地区）で GPR 探査のみを実施した． 

的石牧場Ⅰ断層地区は，相対的に南下がりの変位地形を呈し断層の南側は沖積低地である．SAR の

3 次元地表変位量解析結果が示す上下変位と地表地震断層も南下がりの変位であった．GPR 探査は，

トレンチ調査実施予定箇所においてトレンチ掘削前に 4 測線，その他の地点で断層変位地形を横切る

ように 7 測線を設けて実施した．古城断層地区は，全体的に北下がりの変位地形を呈する位置不明瞭

の推定活断層（鈴木ほか，2017）であり，SAR でも北下がりの上下変位が観測されていたが，その東

端部では異なる走向の南下がりの変位地形及び SAR による南下がりの上下変位が古城断層に合流す

るように分布しており，現地でも南下がりの地表地震断層が確認されていた．GPR 探査は，この南下

がりの地表地震断層を横切る 4 測線で実施した．GPR 探査には，Sensors & Software 社製 Noggin Plus

（アンテナ中心周波数 250MHz）を用いた． 

 

3. 得られた成果 

3.1 的石牧場Ⅰ断層地区 

トレンチ調査の結果，地下 3～4m 付近を上面とする白色の火砕流堆積物とそれを部分的に覆う褐色

の火砕物及びそれらを覆う黒色土層が確認され，白色火砕流堆積物と褐色火砕物に明瞭な南下がりの

変位が確認できた．これらの地層の詳細な諸元（正確な地質，堆積年代等）は不明であるが，周辺の

-206-



地形・地質等も考慮すると，的石牧場Ⅰ断層の南側が低下する累積的な正断層運動によって形成され

た地層の変位と考えられる． 

GPR 探査の結果，断層の南側（沈降側）の地下 3～4m 付近に明瞭な反射面が検出でき，それは断層

に近づくほどより深部へ傾斜していた．この傾向は複数の測線で確認できた．この反射面は上記のト

レンチ調査で確認された白色火砕流堆積物の上面に対応し，Fujiwara et al. (2016)が指摘する半地溝状

の正断層の上盤側に位置する堆積層（火山砕屑物または沖積層）が，正断層運動に伴って累積的に沈

降していることを示すと推測される． 

3.2 古城断層地区 

4 測線すべてにおいて，地表地震断層出現箇所の地下 2～4m 付近で，地表地震断層南側の明瞭な反

射面が北側（断層側）に向かって傾斜する構造が捉えられた．この構造は局所的ではあるが，断層変

位に伴う地層の変位等を捉えていると考えられる．また，断層に向かって傾斜する構造は，的石牧場

Ⅰ断層地区と類似しており，同様の累積的な変位（沈降）を示している可能性もある． 

 

4. まとめと今後の課題 

 阿蘇外輪山北西部でノンテクトニックな変位が生じたと考えられる活断層・地表地震断層を対象に，

トレンチ調査と GPR 探査を実施した結果，実際の地層の変位を確認するとともに，地下 2～4m 付近

の地層が断層に向かって傾斜する構造が推定され，半地溝状の正断層運動に伴う累積的な変位（沈降）

が生じている可能性が示された．今後は，トレンチ調査で確認された地層の詳細な地質や年代の推定

及び周辺の地形・地質との対応関係を整理し，断層運動の特徴を明らかにするとともに，ケース（2）

に該当する地点での調査を実施する予定である． 

 

謝辞 

本研究で使用した GPR 探査装置は，名古屋大学の鈴木康弘教授からお借りしました．トレンチ調査

においては，(財)電力中央研究所の小村慶太朗研究員及び千葉大学大学院理学研究科金田研究室の学

生諸氏，日本大学大学院理工学研究科（地理学専攻）の大学院生諸氏，山形大学の八木浩司教授に多

大なる協力を賜りました．ここに記して感謝申し上げます． 

参考文献 

Fujiwara et al. (2016): Small displacement linear surface ruptures of the 2016 Kumamoto earthquake sequence 

detected by ALOS-2 SAR interferometry, Earth, Planets and Space, 68:160. 

鈴木康弘，石村大輔，熊木洋太，熊原康博，千田昇，中田高，中埜貴元（2017）：1:25,000 活断層図 布
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昭和期からの斜面調査資料と新技術の融合による 
斜面崩壊・堆積プロセスの解明（第 2 年次） 

 

          

実施期間 平成 28 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 

   

岩橋 純子  中埜 貴元 

田中 宏明 

 

1. はじめに 

本研究は，国土地理院が保有する昭和期からの斜面調査事業（道路災害対策調査；昭和 46 年～平成

18 年度，道路局の移し替え経費による）の資料を利用し，新技術を用いた再調査，危険度評価の追跡

調査等を行うことによって，斜面崩壊・堆積プロセスの解明を行い，研究成果を山地斜面防災に援用

する道を探索するものである． 

今年度は，山口県岩国地区で 1979 年に行われた斜面調査・渓流調査・災害危険度判定等の道路災

害対策調査資料と，その前後 1967 年度～2015 年度に同地区の国道 2 号上で報告された災害記録（岩

国国道維持出張所提供）を GIS 上で比較し分析した． 

 

2. 研究内容 

2.1 調査地域および資料 

調査地域は山口県岩国市岩国五丁目～岩国市玖珂町までの国道 2 号沿いの斜面（380.0～389.5kp）で

ある．この岩国地区は中国地方の瀬戸内海寄りに位置し，主として玖珂層群（ジュラ紀付加コンプレ

ックスのチャート，スレート，砂岩）と，白亜紀の花崗岩類が分布している．主要な災害としては，

昭和 26 年 10 月のルース台風，平成 17 年 9 月の台風 14 号，平成 26 年 8 月の台風 11 号などが知られ

ている．国土地理院は，1979 年（昭和 54 年度）に，調査地域において道路災害対策調査を行い，表

層物質調査を含む斜面調査，渓流調査，危険度判定を報告書（昭和 54 年度 国道 2 号災害対策調査報

告書及び付図・付表）にまとめた．本研究では，路線の危険度評価と渓流調査測線・表層崩壊危険度

判定位置等のバックデータを，図の歪みを GIS 上で修正した上で整理した． 

実際に起きた災害の資料としては，岩国国道維持出張所から提供された昭和 42 年度・昭和 44～53

年度・昭和 60～平成 10 年度の災害実績資料，平成 11・13・16・17・24・26 年度の台風等大きなイベ

ントに関する資料，そして平成 27 年度の防災カルテを用いた．資料を整理し，ここ 50 年ほどの斜面

崩落箇所の把握と GIS データの作成を行った．これらの被災資料は，災害時やパトロール時に記録さ

れたもので，落石や倒木，小規模な渓床崩壊によると思われる土砂流出なども記載されている．通行

止め区間のキロポストと発生年月日・内容はほぼすべてに記載されているが，時刻や規模は半分程度，

雨量・写真・図面は一部の記載となっている．また道路で起きた内容が書かれているので，地山で何

が起きたかは推定が必要だった．特に土砂流出に関してあいまいな記述が多く，それが土石流であっ

たのかどうか推定が難しいケースもあった．さらに，道路法面の上流で起きた崩壊については，崩壊

源の情報は無かった．資料から崩壊源まで特定できたのは，全体 118 か所中の 31 か所にとどまった．

しかし，空中写真に残らない細かいイベントも全て含まれる貴重な資料であり，調査地域内でここ 50

年に起きたイベントの半分程度は網羅されていると考えられる． 
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3. 得られた成果 

3.1 全体的な統計 

 収集した被災資料に残るイベント数は 149 件，そのうち倒木や地山以外の災害（錦川の護岸崩落等）・

詳細不明なものを除いた土砂災害は 118 件で，全体で 7 割程度が斜面崩壊（法面崩壊を含む），2 割程

度が土砂流出（土石流を含む），他に落石やクラックの記録があった．斜面崩壊や土砂流出は基本的に

豪雨によるものと考えられるが，降雨から日数をおいて発生した箇所も特に秋冬のイベントに散見さ

れた．資料に崩壊土量の記載があった 60 か所については，10m3 以下のごく小さな法面崩壊が大部分

である．400m3 を超える比較的大規模な崩壊箇所の岩相は，記録上は全てスレートであった． 

3.2 1979 年の表層崩壊危険度判定とその後の斜面崩壊について 

岩国地区における 1979 年の表層崩壊危険度判定は，まず隣接する 90km2 の地域を比較地域として，

それぞれ数百箇所の崩壊・非崩壊地点について，図化機で縦断曲率・横断曲率・傾斜・集水面積・植

生の計測・判読が行われた．数量化Ⅱ類によって寄与の高いパラメータとして縦断曲率・横断曲率・

傾斜が主要要因として選ばれ，崩壊率が算出された．その結果を調査地域内の小流域の谷頭部にあて

はめ，表層崩壊危険度が算出された．さらに，モデル斜面で行われた表土層厚の調査・渓流調査の知

見と，斜面防護工の状況，これらをすべて加味し，危険度 A～D までの 4 段階で路線の危険度が道路

の区画ごとに判定された．なお，1979 年時点で危険度 A と判定された斜面の大部分は，その後防護工

事が行われていた．1979 年時点の全路線の危険度評価と比較すると，それ以降に記録された 34 か所

の斜面崩壊・法面崩壊の内訳は危険度 A と B，特に B の割合が高かったことが分かった．危険度 B の

割合が高かった理由として，法面の防護工の効果が考えられる． 

3.3 1979 年の渓流に関する危険度評価とその後の土石流について 

渓流に関する危険度評価では，まず，渓流の平均勾配・発生域比率（流域に占める急斜面の比率）・

渓流の直線性・形状指数（流域の幅広さ）の 4 つのパラメータを計算したのち点数化し，地形による

渓流の評価得点が算出された．さらに，橋でまたいでいる所を除き，代表的と判断した所や地形が険

しい所を選び，谷頭部までの微地形計測等の渓流調査が行われた．最終的には，表層崩壊と同様に，

総合判断により路線の危険度が評価された．1979 年時点での危険度評価と，それ以降に起きた土石流

7 か所（1 か所を除き渓床堆積物の崩壊と推測）を比較した所，3 か所が危険度 A，2 か所が危険度 B，

2 か所が危険度 C と判定されていたことが分かった．ただし，バックデータとの比較では，地形によ

る渓流の評価得点が高くかつ渓流調査が行われた 5 渓流のすべてで，2014 年 8 月豪雨の際に土石流が

発生したことが分かった． 

1979 年の道路災害対策調査資料に，一部の渓流の一部区画（セグメント）について，渓床の最大比

高すなわち渓床堆積物の厚みと，傾斜・集水面積の関係を両対数でプロットしたものがある．渓床堆

積物が一定のラインより厚くかつ地形による渓流評価得点の高い渓流 5 か所は，いずれも 2014 年 8 月

豪雨の際に土石流が発生した．一方，渓床堆積物が厚いが地形による渓流評価得点が低かった 3 渓流

では，少なくとも国道まで届くような規模の土石流は記録されていない. 

岩国市廿木（396K240 付近）では，上流の渓床崩壊によると思われる土砂流出が，2004 年 8 月，2005

年 9 月，2014 年 8 月と 3 回に渡って記録されていた．この渓流は比較的緩勾配であり小規模で直線型

でもないため，1979 年の危険度判定では地形による渓流評価得点も低くノーマークだった渓流である．

しかし，2014 年の発災前（2012 年）に撮影された LiDAR の 1mDEM による陰影起伏画像では，崩壊

跡地に加えて樹林下に厚い渓床堆積物が見られることが分かった． 

2014 年の土石流発生渓流に関しては，谷頭部の崩壊による土石流が起きた西上小路川（岩国市多田）

にも，樹林に覆われていた谷頭部に， 2009 年・2012 年の LiDAR の 1mDEM による陰影起伏図で崩壊
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予備物質の堆積が読み取れた．おそらく，谷頭部に以前から，空中写真では広がりを把握できない崩

壊予備物質が多く堆積していたため，土石流の規模が比較的大きくなったと考えられる． 

 

4.まとめ 

 岩国地区のここ 50 年ほどの災害履歴から，全体の 7 割は小規模な斜面崩壊（法面崩壊含む）と考え

られる．規模の大きい崩壊は，記録上はスレートの斜面で発生した．1979 年の路線の危険度評価とそ

の後の斜面崩壊の比較から，法面等の表層崩壊は防護工の効果が大きかったと考えられる．1979 年の

渓流に関する危険度評価とその後の土石流については，路線の危険度評価よりその元になったバック

データが重要であり，地形による渓流の評価得点と技術者による現場判断，そして渓床堆積物の状況

が，その後の土石流発生の評価基準として妥当なものだったと考えられる．しかし当時の技術的な限

界から，樹林下の不安定土塊の存在を考慮していないケースもあった．高解像度な航空レーザ DEM の

利用で明らかになる崩壊跡地や厚い渓床堆積物の存在の把握は，重要であると考えられる． 
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